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――最終講義――
国立大学法人東北大学の三年間
First Three Years of the National University Corporation,Tohoku University
吉 本 高 志
東北大学大学院医学系研究科 脳神経外科学分野（現 神経外科学分野)
は じ め に
東北大学は，平成16年 4月，国立大学法人としての
新たな出発点に立ちました．
6年間の中期目標の設定，目標実現に向けての中期
計画の作成，国立大学法人評価委員会による計画の達
成度評価，その結果が次の6年間の資源配分に用いら
れる．これまでの国立大学が全く経験したことのない，
一連の作業が始まりました．これらは，明治の帝国大
学令公布，昭和の新制国立大学，以来の大改革と位置
づけられております．
法人化1年を経過した平成17年 4月より，総長の
下，理事（常勤）6名，副学長6名の新たな体制で，国
立大学法人東北大学の運営に当たりました．本稿では，
法人化約3年の時点での主な現状を記します．
中 期 計 画
本学の中期目標は，阿部元総長の時代に始まる法人
化準備委員会，評議会での議論を踏まえ，本学の歴史
と伝統を受継ぎ更なる発展を目指すべく，1） 研究中
心大学，2） 世界と地域に開かれた大学，3） 指導的
人材の養成の3点をその中心としました．
中期計画は，(1)教育研究の質の向上―144項目，
(2)業務運営の改善・効率化―53項目，(3)財務内容
の改善―23項目，(4)自己点検・評価―12項目，(5)
施設整備・安全管理など―16項目の5つの大項目より
構成され，全体で248項目に及びます．
理事のもとに「中期計画推進室」を設け，すべての
事項に対し，理事，副学長を責任者とし，対応委員会，
対応する部局・担当者などの体制を明らかにしました．
そして，年度ごとの達成度自己評価とあわせ，平成18
年度末には，248項目の中期計画期間での達成の可能
性について中間の結論を出しました．
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図 1. 国立大学法人東北大学の運営組織
中期計画の達成
中期計画の達成には，予算，人事，教職員組織を有
効に用いることが重要です．そのなかで，予算の中央
枠経費を充実させ，東北大学法人の特色ある事業への
重点的使用により計画を達成することになります．
中期計画の実行は，役員会，教育研究評議会，研究
科長，研究所長，各種委員会などの全学的な支援が必
須です（図1）．そして，法人化により新たに組織され
た，経営協議会などの学外委員の意見を取り入れつつ，
大学運営を進めます．学外有識者をいかに積極的に活
用できたかが法人の重要な評価の対象になります（表
1）．
運営費交付金
国からの運営費交付金は，中期計画の6年間，業務
等の効率化が求められ，毎年1%弱が減額され，また
病院収入は，2%の年度毎の増が求めらます．一方，運
営費交付金の増額の仕組みとして，法人化の趣旨に
沿った特色ある大学の取り組みに対し，特別教育研究
経費が新たに設けれました．この経費は使途が特定さ
れており，効率化係数等での減少を直接補填するもの
ではありませんが，法人全体の運営費交付金の確保か
らは極めて重要であり，中期計画の中での，教育，研
究などの優れた特色あるプロジェクトそして戦略的努
力が必要になります．
外 部 資 金
外部資金の獲得は，毎年の交付金の減額を補い，東
北大学法人の活性化にこれまで以上に重要になりま
す．科学研究費を含めた，政府機関の競争的資金の獲
得，特に間接経費，そして，21世紀COEに代表される，
国公私を通じた高等教育に対する競争的支援です．一
方，従来の外部資金の共同研究，受託研究をさらに進
めること，また民間等の寄付による教育研究の進展及
び充実を目的とした「寄附講座」，「寄付研究部門」の
組織的な拡大です．
法 人 評 価
国立大学法人評価委員会に，年度の報告書を提出し，
それをもとに法人の長を中心に年度評価の面接を受
け，各項目が四段階に評価されます．年度計画を上回っ
て実施している―(4），年度計画を順調に実施している
―(3），年度計画を十分実施できていない―(2），年度
計画を実施していない―(1），です．この評価結果は毎
年公表されます．平成17年度，本学はすべて（3）以
上でした．
国立大学法人評価委員会が行う，年度評価，そして，
6年間の総決算の中期計画評価の重要性は無論です．
このためにはこれまで以上に，東北大学の内部評価の
適切な実施が重要となります．既に各部局で個別的に
内部評価，外部評価等が行われてきましたが，法人化
後は副学長の下に「評価分析室」を立ち上げ，組織，個
人のデータベースを完成させると共に，評価項目を全
学的に統一し対応しております．さらに，平成17年度
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表1. 経営協議会学外委員
（五十音順，平成17年 4月現在)
赤祖父俊一 (※) アラスカ大学国際北極圏研究センター所長
浅野 史郎 宮城県知事
安西祐一郎 (※) 慶應義塾長
飯島 澄男
・名城大学教授
・日本電気株式会社特別主席研究員
・独立行政法人産業技術総合研究所
ナノカーボン研究センター長
小田 滋(※) ・前国際司法裁判所裁判官・日本学士院会員
小野寺 正(※) KDDI株式会社代表取締役社長
加藤 尚武 前鳥取環境大学学長
北村 幸久 独立行政法人国立科学博物館理事
黒田 玲子
・東京大学大学院総合文化研究科教
授
・東京大学総長特任補佐
・内閣府総合科学技術会議議員
杉田 亮毅 株式会社日本経済新聞社代表取締役社長
リチャード・
ダッシャー
・スタンフォード大学工学部
アジア・米国技術経営研究セン
ター所長
遠山 敦子
・財団法人新国立劇場運営財団理事
長
・元文部科学大臣
中村 久三 (※) 株式会社アルバック代表取締役社長
藤井 黎 仙台市長
八島 俊章 社団法人東北経済連合会長
山野井昭雄 (※) 味の素株式会社技術特別顧問
(※):総長選考会議委員を兼務
より，すべての部局，研究所に対し，評価のための面
接を行なっております．
その他の事業への法人化の影響
東北帝国大学の創立は，明治40年，1907年であり，
本学は2007年に創立100周年を迎えます（図2）．記念
事業として，東北大学基金の創設，川内記念講堂の整
備，東北大学百年史の刊行，記念催事を4本柱として
おります．この中で，「基金」は法人化の仕組みの中で，
運用が始めて明確になったものの一つです．今後の東
北大学の更なる発展のためには欠かせないものであ
り，ある程度永続的な仕組みが必要です．
次に，平成15年仙台地裁で，宮城県との和解が成立
したことを受け，評議会は10年来の懸案であった「片
平及び雨宮キャンパスの移転・整備の基本的考え方」を
承認しました．従来の国立大学の移転事業は，国が予
算化し，土地を取得し，新しい施設を完成させ，移転
後国が土地を管理する運用でした．法人化後は，移転
予定の土地等を原資として，法人が資金を調達し，移
転後の土地等を処分し資金を返済することになりま
す．法人の自己責任が強く問われます．法人化された
後の移転事業は本学が全国で最初であり，是非この事
業を成功させなければなりません．
お わ り に
本学は開学以来の「研究第一主義」「門戸開放」の理
念並びに「実学尊重」の精神を基に，数々の世界に冠
たる研究教育の成果を挙げて参りました．法人化後も，
100年に及ぶ，歴史と伝統を尊重しつつ各々の研究科，
研究所が，すべての教職員の英知を結集し高度の特色
ある国際的な研究教育の拠点を目指すこと，このこと
が，国立大学法人東北大学の大事行を成し遂げること
になると思います．
図2. 百周年を記念して作成された東北大学公式ロゴマーク
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